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１（１）海溝型地震 

 

「海溝型地震」計画推進部会長 小原一成（東京大学地震研究所） 

副部会長 西村卓也（京都大学防災研究所） 

 

海溝型地震の発生機構を科学的に解明することは，海溝型地震の発生予測ならびに地震に伴

う地震動，津波などによる災害に備えるための基本として重要である。海溝型地震計画推進部会で

は，主としてプレート境界で発生する海溝型地震を対象に，地震現象に関する過去データの収集と

整理，地震現象の解明，地震発生場の解明，地震現象のモデル化，モニタリングによる地震活動

予測，先行現象に基づく地震活動予測，及び観測・解析技術の開発を進めてきた。加えて，海洋プ

レート内部で発生するスラブ内地震についても発生機構の解明に関する研究を行っている。 

 

５年間の成果の概要と今後の展望 

 平成26年度より「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」において５年間

続けられてきた観測研究は，海溝型地震という現象に対する我々の理解を深める多くの成

果を挙げてきた。平成30年度における個別の成果は次節に詳しく述べるが，ここでは５年

間の成果の概要を述べる。 

 プレート境界域で発生する低周波微動やスロースリップイベント（SSE）といったスロー

地震に関する研究については，様々な地域における詳細な発生履歴や発生過程，スロー地

震間の相互作用に関する観測研究，地震波速度や減衰，比抵抗構造などの発生場を理解す

る研究が活発に行われ，現在最も研究が進んだトピックであると言える。スロー地震に関

する研究は，モニタリングに基づく実データを用いた観測研究だけでなく，実験室におい

てスロー地震発生の背景に潜む摩擦特性を理解しようとする岩石摩擦実験研究や断層摩擦

構成則を用いたスロー地震のシミュレーション研究，GNSSデータとシミュレーションのデ

ータ同化による摩擦パラメータの推定と推移予測を目指す研究なども行われ，これらの研

究が本部会の成果を牽引している。スロー地震は，通常の地震活動が不活発な領域におい

ても頻発に発生する現象であることから，プレート境界面の状態の時間変化をモニタリン

グする上で貴重な情報をもたらす。スロー地震と大地震の関係性については Obara and Kato

（2016）によって，（１）Analog（類似現象），（２）Stress meter（応力状態を反映する

インジケーター），（３)Stress transfer（周囲への応力載荷）という３点において整理さ

れ，スロー地震を用いた海溝型地震研究のさらなる活性化に貢献した。SSEによる周囲への

応力載荷については，東北沖地震でも地震活動や海底水圧計データの解析から地震前に SSE

が発生していたことが知られていたが， 2014年にチリとメキシコで発生したイキケ地震

(Mw8.1)とパパノア地震 (Mw7.3)は， GNSSデータによって本震前にそれぞれの震源域周辺で

SSEが発生していたことが明瞭に捉えられており（ Ruiz et al., 2014; Radiguet et al., 

2016），SSEによって本震がトリガーされた可能性が指摘されている。似たような事例は近

年のGNSS観測網の拡大によって相次いでおり，大地震がスロー地震による応力載荷によっ

てトリガーされることが珍しくないことを示していると考えられる。日本海溝・千島海溝

沿いにおいては，繰り返し地震と陸上GNSSのデータから，数年程度の周期的なSSEが発生し

ていることが発見され，このような周期と同期してM5以上の地震が活動が活発化している



- 71 - 

 

ことが示された（Uchida et al., 2016）。SSEが大地震をトリガーする条件については，

さらなる研究が必要であるが，GNSSデータの解析手法の高度化（例えば，Nishimura et al., 

2014; Takagi et al., 2019）や小繰り返し地震を用いたプレート間滑りの解析技術の高度

化（Nomura et al., 2017）により短期的SSEや長期的SSEの検出精度も向上しており，この

５か年の研究により SSEのモニタリングが大地震の発生予測へ貢献できる可能性を示され

たと考えられる。 

一方，岩石実験やシミュレーションに基づく断層摩擦特性の理解に関する研究は，本計

画の究極的な目標である地震発生予測を行う上でも根幹となる研究であり，この５年間は

主としてスロー地震を対象とした研究の進展が見られた。海底掘削や海底面で採取された

岩石や調査に基づいて，プレート境界断層を構成する物質を用いた断層摩擦実験からは，

断層ガウジの組成や温度圧力条件，断層の滑り速度によって摩擦特性がどのように変化す

るかが調べられた。その結果，同一深度でも断層帯を構成する堆積物・岩石によって，地震

性・非地震性双方の多様な断層運動が起こることがわかった。また，東北沖地震の震源域の

断層帯の構成物質の実験から，震源に浅部付近の摩擦パラメータa-bが0付近の領域で間隙

水圧が上昇すると，スロー地震が発生する条件が現れることもわかった。シミュレーショ

ンにおいても，断層面の幾何形状や物性の不均質に対する地震やスロー地震の発生条件が

調べられ，断層の粗さが増すと巨視的な滑り挙動が安定的になることが見出されるととも

に，房総沖や八重山諸島で発生した SSEについて推定された断層滑りの時間発展（例えば，

Fukuda et al., 2018; Kano et al., 2018）から，摩擦パラメータの推定が行われている。

摩擦構成則を用いた断層滑りのシミュレーションに，GNSSなどのモニタリングデータを同

化する研究についても，2003年十勝沖地震のGNSSデータを用いて震源域周辺の摩擦パラメ

ータの推定に成功したこと（Kano et al., 2015）は特筆に値する。データ同化により断層

摩擦パラメータ推定の精度を上げるためには，断層滑り速度が時間変化している時のデー

タを使う必要があるため，SSEはデータ同化による推移予測の検証に最も適した現象である。

よって次期計画においては，豊後水道域などの長期的SSE発生領域でデータ同化手法の有効

性を確認し，巨大地震発生域を含む南海トラフ全体を対象とした研究などを進めていくこ

とが期待される。なお，海溝型大地震の再来周期は一般に数十年以上であり，決して頻度の

高い事象ではない。よって日本列島におけるモニタリングだけでは，モデルを検証するた

めの十分な事例を積み重ねることは難しい。そのため，ニュージーランドなどの海外をフ

ィールドとした観測研究によって事例を増やすことや，断層摩擦構成則に基づくシミュレ

ーションによって，SSEが巨大地震をトリガーする条件や SSEから巨大地震発生までにかか

る時間を検討すること (Ohtani et al., 2019）は，次期計画でも推進していくべきである。 

 スロー地震発生域を含むプレート境界断層及びその周辺の地下構造に関する研究も着実

な成果を挙げている。南海トラフや相模トラフなどにおける研究から，地域性はあるもの

の多くの領域で見られる特徴として，スロー地震の発生領域周辺は，高Vp/Vsで地震波の減

衰が大きく，プレート境界からの反射波が明瞭であるというという点が挙げられる。これ

らは高間隙圧の流体の存在がスロー地震の発生条件に関わっていることを示唆しており，

茨城県南西部においてスロー地震の発生と地震波減衰構造の時間変化が同期していること

が確かめられた(Nakajima and Uchida, 2018）ことは，流体とスロー地震の関係性をより

明確に示した研究であると言える。流体の存在以外にも，断層の幾何形状や断層物質の物



- 72 - 

 

性などが断層滑りの特性を規定していると考えられ，今後もプレート境界域の地下構造や

沈み込む海洋プレート側の物質科学的特性と大地震及びスロー地震の関係を明らかにして

いく必要がある。 

 低頻度大規模地震に関して，津波堆積物や地形地質調査などによる過去の地震の履歴に

関する研究も，精力的に進められた。東北日本弧においては，まだ確定的な結果は得られて

いないものの，17世紀の千島海溝地震，1611年慶長三陸津波地震，1454年享徳地震，869年

貞観地震などに対応する津波の浸水範囲がかなり明らかになった。西南日本においても過

去の南海トラフ地震の津波の浸水範囲が明らかになり，大きな浸水域を伴う地震は歴史地

震の再来間隔よりも長い 400-1000年間隔であることが明らかになった。また，房総半島南

部の海岸段丘の離水年代の再調査から，大地震の再来間隔が非常にばらつきかつ短くなる

ことが明らかにされ，従来考えられてきた元禄型関東地震の再来間隔を再考する必要性が

示された（Komori et al., 2017）。 

スラブ内地震についても，高精度の震源決定や断層パラメータの推定により，起震応力

場が空間的に大きく変化することや相似地震の断層面が相補的であることがわかった。ま

た，スラブ形状と斜め沈み込みを考慮した三次元温度構造のモデリングから，東北・関東地

方においてスラブ内地震及びプレート境界地震が起きる温度範囲が明らかになった。また，

石膏の脱水摩擦変形試験からは，冷たいスラブ内の代表的な含水鉱物であるローソナイト

の変形特性も明らかになり，これらの研究を進めることにより，脱水脆性化によって生じ

ると考えられるスラブ内大地震の発生ポテンシャルが評価できる可能性が示された。  

以上の成果に加えて，この５年間における進展として重要なものとして，地震及び地殻

変動観測における海底観測技術の進展と海底観測によって初めて明らかになった諸現象が

あげられる。海溝型地震の震源域の大部分は海底下であるため，微小なシグナルを捉える

ためには，海底での観測が必要不可欠である。GNSS-Aでは，観測方法やデータ解析手法の高

度化，観測の高頻度化により，日本海溝や南海トラフ沿いの地殻変動の時空間変化が詳細

に捉えられるようになった。日本海溝沿いの観測結果は，東北沖地震の余効変動の時空間

発展を明らかにし，地下のレオロジー構造やプレート境界断層の摩擦特性に関する情報を

もたらした。また，南海トラフ沿いの観測結果は，プレート境界面の現在の固着分布の推定

に用いられ，陸上の観測点だけでは空間解像度が乏しい沖合の領域における固着分布の不

均質性が初めて明らかになった（例えば，Yokota et al., 2016; Nishimura et al., 2018）。

最近では紀伊水道沖で変動速度の時間変化が捉えられ，プレート境界浅部の長期的SSEが発

生していると考えられる。また，自己浮上式海底地震計においても広帯域地震計を搭載し

た機器開発が進められていることに加えて，１年以上の長期観測を繰り返し実施すること

により東北沖地震の震源域の時空間変化が捉えられ，本震直後はほとんど見られなかった

三陸沖でのプレート境界地震が２−３年後には発生するようになったことがわかった。地震

観測網については，南海トラフ沿いに DONET，日本海溝沿いにS-netというケーブル式の海

底観測網が構築されたことによっても，沖合のスロー地震活動に対する知見は大きく深ま

っている。DONETでは，掘削孔における間隙圧や傾斜の測定から南海トラフの浅部で短期的

SSEが繰り返し発生していることが示された（Araki et al., 2017）。 

災害軽減に貢献するという本計画の目標に関しては，本部会で行われた研究の多くは地

震現象の解明のための研究であり，一見すると災害軽減に直結する研究は少ないように見
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える。特に，前計画から続けられてきた地震発生予測によって災害軽減に資するという目

標までは，未だ道半ばと言わざるを得ない。しかし，本計画で進められた過去の海溝型地震

や津波の発生履歴による研究は，その地域における過去の災害そのものの記録であり，今

後起こりうる災害を想定する上で必要不可欠な情報であるため，災害軽減に貢献するもの

である。さらに，東北沖地震の余効滑りにより三陸沖北部などの過去に発生した大地震の

震源域への応力載荷が進んでいる可能性が示された（Iinuma et al., 2016）ことや，地震

サイクルシミュレーションにより，日向灘のM7地震が数年以内に南海トラフ巨大地震をト

リガーするシナリオが示されたこと（Hyodo et al., 2016）は，地震調査委員会の海溝型

地震の長期評価の見直しや内閣府における南海トラフ地震対策において考慮されるなど，

本計画の成果が社会における災害軽減に向けた活動に役立てられている例は多い。  

災害軽減に貢献するという本計画の５か年においては，工学や社会学分野の研究者が計

画に参画し，成果報告会などにおいて研究成果の共有が行われるようになった。このこと

は，理学研究者を中心とする本部会においても，他分野や社会からのニーズを直接感じ，自

分たちの研究を災害軽減の役立てようという意識が高まったように感じられる。本部会に

おける課題においても，シミュレーションを用いて地震間の応力蓄積過程から地震時のダ

イナミックな破壊過程，強震動や津波の計算までを統一的なスキームで取り扱う研究が始

まっており，地震現象の理解から地震津波災害までを一気通貫して扱う研究が実現しつつ

ある。次期計画でも，本計画で進められた研究の方向性を保ちながら観測研究を継続し，社

会へのアウトプットを増やして災害軽減に貢献していくことが望ましい。  

 

平成30（2018）年度の成果の概要 

以下では，本計画の５年目である平成30（2018）年度の成果の概略を述べる。  

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（2）低頻度大規模地震・火山現象の解明  

ア．史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・

火山現象の解明 

 日本海溝・千島海溝，相模トラフ，南海トラフ，南西諸島海溝で発生した巨大地震の履歴

と発生様式を明らかにするため，海岸や海底において，津波堆積物，地形地質調査，サンゴ

や有孔虫などの生物痕跡に基づいたデータ収集と整理が行われた（北海道大学［課題番号：

1002］，名古屋大学［課題番号：1703］，海洋研究開発機構［課題番号：4002］，産業技術

総合研究所［課題番号：5004］）。 

 北海道太平洋岸の登別市から根室市までの 11 点で，17 世紀の津波堆積物もしくはその

候補となる砂層について同一手順・手法でサンプリングと泥炭層の炭素同位体年代を測定

し，広域対比を試みた（図１）。その結果，1640 年の北海道駒ヶ岳津波の堆積物は噴火湾

から苫小牧市まで分布し，1611 年慶長三陸津波の堆積物は，苫小牧市からむかわ町にかけ

て分布するが，十勝地方から釧路地方に分布する津波堆積物は 1611 年よりは後年のイベン

トである可能性が高い（北海道大学［課題番号：1002］）。志摩半島沖の安乗口海底谷付近

の海底活断層に関して，平成 28-29 年度に取得したコアの一部について有孔虫分析を実施

し，放射性炭素年代測定を行った。その結果，コア深度 0.81 m に認められる不整合面の形



- 74 - 

 

成時期が約１万年前と推定された。この不整合面と断層変位地形から，対象とした海底活

断層は約１万年前以降，１回あるいは複数回の活動によって上下方向に約 10 m 変位した

可能性がある。この海底活断層は南海トラフのトラフ軸と比べて陸域に近いため，生じた

津波は沿岸域に短時間で到達すると考えられる（名古屋大学［課題番号：1703］）。 

 

イ．プレート境界巨大地震  

（東北沖）  

 2011 年（平成 23 年）東北地方太平洋沖地震（以下，東北沖地震）の震源域やその周辺で

は，陸上及び海底での地震・地殻変動観測から東北沖地震以降の様々な地震活動・地殻変

動・地下構造の変化が捉えられている（東北大学［課題番号：1210］，東京大学地震研究所

［課題番号：1503］，東京大学地震研究所［課題番号：1510］，京都大学理学研究科［課題

番号：1803］，海洋研究開発機構［課題番号：4002］，海上保安庁［課題番号：8001］）。 

 東北沖地震発生前後に日本海溝域で実施された海底地震観測及び陸上定常観測データか

ら，同領域で発生した地震の震源とマグニチュードの詳細なカタログを作成し，東北沖地

震前後の地震活動の特徴を明らかにした（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。地震

波形の振幅と相関を用いて，プレート境界面付近の地震を自動検出・震源決定し，震源の時

空間分布や規模別頻度分布を得た。その結果，東北沖地震発生前においては，北緯 39 度付

近で活動が変わり，北側の低活動域が少なくとも東北沖地震発生前の数年間継続したこと

を示した。一方，東北沖地震発生後においては，本震の大滑り域に顕著な低活動域，その周

辺で高活動域が見られた。Gutenberg-Richter 則（G-R 則）を仮定し，地震の規模別頻度分

布から b 値を求めると，東北沖地震後は低 b 値が広く分布することが明らかになった（図

２）。さらに，本震時に高周波破壊を起こした領域では，東北沖地震発生後に b 値が低下

し，地震後の頻度分布は G-R 則から逸脱することが推定された。このような地震活動の特

徴は，破壊に伴う応力変化とプレート境界面の摩擦状態変化が原因と考えられる。 

東北沖地震の地震時変位及び地震後７年間の変位時系列データを用いて，プレート境界

の摩擦パラメータ，海洋マントル及びマントルウェッジの Maxwell 及び Kelvin 要素の粘

性率，地震時の滑り分布とそれに対する平滑化パラメータを同時に推定する手法の開発を

行った（京都大学理学研究科［課題番号：1803］）。このモデルでは，地震時の応力変化に

よって粘弾性緩和と余効滑りが駆動され，余効滑りの時間発展は摩擦構成則に従うと仮定

するため，モデルによる余効変動の計算値は，プレート境界の摩擦パラメータ，マントルの

粘性率，地震時の滑り分布等の関数となる。このモデルを東北沖地震の地震時及び地震後

７年間の地表変位データに適用し，図３に示すような地震時の推定滑り分布とモデルから

計算される積算余効滑り分布により，観測された余効変動の時空間パターンを水平・上下

変動共に概ね説明することができた。 

 

（南海トラフ）  

 GNSS-音響測距結合方式海底地殻変動観測により，南海トラフ周辺域での地殻変動観測が

継続されており，プレート境界固着の影響による地殻変動が観測された（海上保安庁［課題

番号：8001］）。なお，後述するように紀伊水道沖では，地殻変動速度の時間変化が観測さ

れた。 
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（3） 地震・火山噴火の発生場の解明  

ア． プレート境界地震  

 茨城県南西部のフィリピン海プレート上面付近で 2004 年から 2015 年に発生した地震を

用いた解析により，繰り返し地震の活動が約１年周期で活発化すること，その活動と同期

してプレート境界直上の地震波の減衰特性が大きくなること，さらにそれから数か月遅れ

て浅い地震活動が活発化することが明らかになった（図４）（東京大学地震研究所［課題番

号：1510］，Nakajima and Uchida, 2018）。これら一連の活動は，１）約１年周期で発生

するプレート境界でのスロースリップイベント（SSE）により繰り返し地震が活発化する，

２）SSE に伴ってプレート境界の水が上盤に排出され，地震波の減衰を大きくする，３）排

出された水は数か月かけて浅部に上昇し，上盤プレート内で地震を誘発する，と考えるこ

とで観測された時空間変化を説明できる。このようなシナリオに基づくと，SSE によって

「水の移動」がトリガーされ，移動した水が上盤プレート内やプレート境界の破壊強度を

低下させ，そこで地震を誘発する可能性が示唆される。 

 プレート間の滑り現象を規定する構造不均質を明らかにする目的で，2017 年度に和歌山

県の深部低周波微動活動が不明瞭な領域における測線（図５）で取得した稠密自然地震観

測データ，制御震源地殻構造探査データに対して，トモグラフィー解析，反射法解析をそれ

ぞれ実施した（東京大学地震研究所［課題番号：1509］）。また，深部低周波微動活動域の

詳細な地震波減衰構造を推定するために，今までの稠密自然地震観測で得られた波形デー

タを使用して，Q 値インバージョン解析を行った。深部低周波微動が不活発な領域を通る測

線下の反射法断面図（図６）からは，測線北側から中央部の深さ 25 km 付近に明瞭な北傾

斜の反射面が確認でき，トモグラフィー解析で得られた速度構造（図７）と比較すると，島

弧側のモホ面に対応すると考えられる。測線南端の深さ 22 km 付近から確認できる北傾斜

の反射層は，フィリピン海プレート上面に対応すると考えられる。この反射層の層厚は，紀

伊半島北東部下の微動活動が活発な領域におけるフィリピン海プレートに対応する反射層

（Iwasaki et al., 2008）の層厚よりも薄くなっている。このことから，深部低周波微動

活動度と沈み込むフィリピン海プレート内の構造不均質との関連が示唆される。深部低周

波微動発生域は紀伊半島東～中部では海洋プレート内，西部では海洋プレート上面付近に

存在し，既存研究から高 Vp/Vs 域に位置すると推定されている。地下流体の存在領域は低

Q・高 Vp/Vs で特徴づけられることを踏まえると，本研究の結果は紀伊半島の中部・西部で

は地下流体の存在する環境で深部低周波微動の活動が活発になっている可能性を示してい

る。また，紀伊半島東部では下部地殻の不透水層によって，マントルウェッジ端部でスラブ

起源流体が滞留している可能性がある。さらに，既存研究では中央構造線沿いの領域で高

Vp/Vs が得られていることから，紀伊半島東部の深部低周波微動発生域で生じた高圧流体

は，一部がマントルウェッジへ移動したのち，中央構造線に沿って上昇している可能性が

示唆された。 

 

イ．海洋プレート内部の地震  

東北地方中央部の太平洋スラブ上面で発生している地震の震源とメカニズム解を決定し

たところ，正断層地震と逆断層地震が 100 m 以内という非常に近接した場所で発生してい
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ることが明らかになった（東北大学［課題番号：1201］）。この結果は，エクロジャイト化

に伴う体積減少によりプレート表面近くで正断層地震が発生するという従来の解釈を支持

するものであるが，相転移による応力擾乱は極めて局所的であることを強く示唆する。一

方，日本列島の周辺で発生しているスラブ内地震の地震波放射エネルギー効率を推定した

（東北大学［課題番号：1201］）。解析では観測点毎の結果のばらつきを小さくするために

観測点補正値をインバージョンにより推定し，その値を用いて観測された地震波放射エネ

ルギー効率を補正した。その結果，地震波放射エネルギー効率は地震の規模とともに小さ

くなることと深さ 360 km までの範囲では顕著な深さ依存を示さないことが明らかになっ

た。 

  

 

（4）地震現象のモデル化  

イ．断層滑りと破壊の物理モデルの構築  

（摩擦実験）  

防災科学技術研究所が所有する大型振動台を利用した岩石摩擦実験が行われ，以下のよ

うな結果が得られた（防災科学技術研究所［課題番号：3001］）。インド産変はんれい岩を

用いたスティックスリップ実験では，通常の高速破壊イベントに加え，媒質の弾性波速度

を越えて高速伝播するゆっくり滑りが発生していることを明らかにした。また，過去の実

験データを解析し，高速な破壊伝播を模擬断層から離れて設置した歪みゲージによって観

測する際に大きな誤差が発生しうることを指摘するとともに，数値計算から得られた波形

と観測波形とをフィッティングさせて模擬断層の真の破壊パラメータを推定する手法を開

発した。スティックスリップが繰り返し発生する模擬断層の断層帯が発達する過程を推定

するため，断層面に沿って伝播するレイリー波の群速度変化を推定する手法を開発した。1 

mm/s の載荷速度で実施した実験結果に適用したところ，約 1000 回のイベント発生を経て

およそ 1％の速度低下が検出された。また，ガウジを断層面に挟んだ摩擦実験からは，速度

状態依存摩擦構成則のパラメータが断層長に依存するかどうかを調査した。推定された摩

擦パラメータ（a-b，Dc）は断層長サイズには依存しない傾向が見られたが，滑り距離に伴

って変化する様子が確認された。 

（シミュレーション）  

 フラクタル的な凸凹をもつ粗い断層面における地震発生過程を調べるため，境界要素積

分法によるシミュレーションを行った（東京大学地震研究所［課題番号：1507］, Ozawa et 

al., 2019）。粗い断層は微小な直線セグメントからなっており，各セグメントには速度状

態依存摩擦則を仮定し，状態の発展法則には slip law を用いた。この系で震源核形成ダイ

ナミクスを詳細に追った結果，地震性高速滑りの発生前に非地震性の遅い滑りが発生した

後，一方向に移動し（図８），断層の粗さが増すと（粗さの振幅が大きい/最短波長が短い）

その移動距離がより長くなることが見い出された。このことは，より大きなモーメントが

準備段階の間に解放されることを意味する。さらに，断層の粗さがある程度以上になると，

断層は地震性の速い滑りを起こせなくなり，スロー地震のようなイベントが期待されるこ

とも見い出された。これらの現象は，断層の粗さによる抵抗応力の概念で定量的に記述さ

れる。 
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速度状態依存摩擦則を用いた豊後水道の長期的 SSE 活動のモデル化において，SSE 領域

の浅部延長側に位置する南海トラフ巨大地震震源域に対応する固着域の有無による SSE の

滑り速度分布の違いを検討した（京都大学理学研究科［課題番号：1801］）。その結果を図

９に示す。固着域がない場合では，円形パッチの中心に対称的に滑りが広がるのに対し，固

着域がある場合では，滑り速度の大きな領域が浅部に移り，深さ方向に非対称な分布にな

っており，GNSS データのスパースモデリングにより得られた滑り分布（Nakata et al., 

2017）と似ている（図９）。そのため，長期的 SSE 領域での摩擦特性及び滑り発展推定には

固着域での滑り欠損速度の推定も同時に行う必要があることがわかった。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究  

（2） モニタリングによる地震活動予測  

ア．プレート境界滑りの時空間発展  

（日本海溝・千島海溝）  

 東北沖地震の震源域南側となる福島県沖に設置した海底地震計アレイの観測により，低

周波微動活動が検知された（図 10）（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。微動は

約１年間の観測期間中に５回の顕著な活動期に集中して発生し，それぞれに活動期の中で

震央の経時的な移動が見られる。移動の速さはおよそ 5 km/日であり，南海トラフで観測さ

れる微動が示すものより有意に遅いが，東北沖地震前に小繰り返し地震から示された SSE

のフロントの移動速さに近い。微動が励起した S 波の振動方向の解析により，微動は低角

逆断層型の発震機構解を示す。よって，低周波微動の活動の背景には，繰り返し発生する

SSE があると推測される。微動の発生域は，地殻変動観測から東北沖地震後の余効滑りが継

続していると推定されている範囲内にあって，比較的狭い時空間の範囲内で余効滑りと SSE

とが共存して進行している可能性を示唆する。  

岩手県釜石沖の繰り返し地震では，地震サイクル後半に小地震活動が活発化する傾向が，

東北沖地震後の地震発生間隔が極端に短くなった期間における傾向は明らかになっていな

い。そこで，2011 年３月 11 日から 34 日間の連続波形データに対し Matched Filter 法（MF

法）を適用し，釜石沖の繰り返し地震（M4.8 前後）の極近傍で発生したと考えられる 25 個

の地震を検出した（東京大学地震研究所［課題番号：1510］, 奥田・他, 2019）。得られた

地震活動は，繰り返し間隔が９～23 日と極端に短くなっている時期においても，地震サイ

クル後半に活動が活発化する傾向が保存されていたことを示す。地震サイクルにおける小

地震の活動の静穏化・活発化が釜石沖の本震の繰り返し間隔に依存しないという結果は，

このような活動が，繰り返し間隔の長短によらず固着域内部での応力状態や固着域の階層

性といったような同一の性質に支配されている可能性を示唆する（図 11）。 

  

（南海トラフ）  

 南海トラフの海溝型巨大地震を引き起こす応力蓄積と将来発生する断層の動的破壊過程

及び内陸地震への影響を考慮するためのモデリングを実施した（防災科学技術研究所［課

題番号：3001］）。まず，粘弾性緩和の影響を考慮して GNSS データからプレート間滑り遅

れ速度分布を推定した（Noda et al., 2018）。アセノスフェアの粘弾性緩和を考慮するこ

とで，滑り遅れ速度のピークが従来の研究よりも海溝の近くに存在することを示した。次
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に，滑り遅れ速度の推定結果から算出したプレート境界への応力蓄積速度を入力値として

南海トラフ海溝型地震の断層破壊シミュレーションを実施し，今後発生しうる地震のシナ

リオを複数作成した。また，推定したプレート境界の滑り遅れ分布と小地震解析による西

南日本の背景応力場推定とを統合解析し，プレートの沈み込みが内陸地震発生層に引き起

こす剪断歪みエネルギー量を推定した。その結果，剪断歪みエネルギーの増減分布と地震

分布との間には有意な相関があることを確認した（Saito et al., 2018）。 

GNSS-音響測距結合方式海底地殻変動観測により，紀伊水道沖の２観測点において 2017

年末頃から 2018 年の初め頃にかけて，南向きの非定常地殻変動を観測した（海上保安庁［課

題番号：8001］）。海底観測点で観測された変位分布と陸上観測点で地殻変動が観測されて

いないことから，プレート境界の浅部における SSE が原因と考えられる（図 12）。 

プレート境界浅部（海域）で発生する滑り現象把握のため，海域の現実的な３次元地下構

造の影響を考慮した解析手法を開発した（防災科学技術研究所［課題番号：3002］, Takemura 

et al., 2018）。この手法を紀伊半島南東沖で発生する浅部超低周波地震に適用したとこ

ろ，陸域の広帯域地震観測網 F-net の記録のみで，海底地震計による解析結果とほぼ同様

な解が得られ，高い精度の解析が可能であることを確認した。海域での観測がなされてい

ない期間の解析結果からも，紀伊半島南東沖で発生する浅部超低周波地震が総じてプレー

ト境界の滑りを反映する低角逆断層となることが示され，陸域観測網のデータの存在する

長期の活動把握が可能となった。 

 

（南西諸島海溝）  

 琉球海溝南西部八重山諸島近傍において，およそ６か月周期で繰り返し発生する SSE に

伴う断層滑り速度の時間発展の振る舞いが SSE 毎に異なることを示し（京都大学理学研究

科［課題番号：1803］,Kano et al., 2018），この滑り速度の振る舞いを，１自由度のば

ねスライダーモデルでモデル化し，マルコフ連鎖モンテカルロ法を用いて SSE 発生域の摩

擦パラメータの推定を試みた。その結果，SSE ごと，また一つの SSE の時系列の中でも，

推定に使用するデータ期間により摩擦パラメータの分布が異なることがわかった。単純な

モデルを用いたため，大自由度系のモデルを用いた場合の検討は必要ではあるが，この結

果はプレート境界周辺の流体分布や摩擦の分布が時間変化している可能性を示唆してい

る。 

 

3．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究   

（3） 地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化   

（津波災害） 

 北海道太平洋沖で M9 規模の巨大地震が発生した場合の津波による被害の発生過程を解

明するために，東北沖地震による津波が北海道太平洋沿岸に被害を及ぼした大きな津波後

続波について解析した（北海道大学［課題番号：1002］,Tanioka et al., 2019）。この津

波では，特に函館で 9 時間遅れで最大波が到達し大きな被害が生じた。後続波の生成過程

を解析したところ函館湾の基本モード（49.6 分）が励起されたことがわかった（図 13）。

さらに，その基本モードは函館港沿岸で波高が特に大きくなることがわかった。周期の長

い（49.6 分）の基本モードを励起するには震源域の大きな M9 クラスの巨大地震である必
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要があると考えられ，北海道太平洋沖の巨大地震による津波の場合でも函館港近傍では大

きな後続波による被害に警戒する必要がある。  

 

4．研究を推進するための体制の整備  

（2） 研究基盤の開発・整備  

ウ．観測・解析技術の開発  

（海域観測機器） 

 海底間音響測距に関して， 2017 年３月に福島沖に設置した機器の回収を行い，通常の 

Direct Path Ranging (DPR) 基線の解析に加え，音響パスを確実に通すために新たに開発

した中継機（インターロゲーター）を用いた Indirect Path Ranging (IPR) のデータにつ

いても，データ取得の状況など有用性を精査した（東北大学［課題番号：1210］）。DPR 方

式では５局の組み合わせ中に音響パスが確保できたのは，海溝軸をまたぐ１基線のみであ

ったが，海溝軸の収束状況を計測するという当初の最低限の目的は実現できた。その結果，

昨年度までの成果である宮城沖の日本海溝と同様に有意な収束は見られず，福島沖の余効

滑りが完全に海溝軸まで達していないか，あるいは 2017 年以降滑りが止まったことを示す

結果を得た。一方，IPR 方式は，音響パスを確保する目的通り，中層係留で設置した中継機

の周囲の５局に対するすべてのパスが通り，正常に測距が行われていたことを確認した。

IPR 方式の解析手法はまだ確立されていないが，係留した中継機の動きがどの程度の精度

でモニターできるかを解析し，その後，中継機を介した各基線長変化を推定する予定であ

る。 

 次世代型広帯域海底地震計（BBOBS-NX）において自律展開設置・自己浮上方式を改良した

新型機（NX-2G）の長期試験観測を 2017 年 4 月から実施し，2018 年 10 月に機器とデータの

回収に成功した（東京大学地震研究所［課題番号：1521］）。同地点では通常型の BBOBS も

設置され記録が取られており，NX-2G とのノイズレベル比較を実施した結果，これまでの

BBOBS-NX と BBOBS での差程は水平動ノイズレベルの改善が見られなかった。これは，セン

サー部と記録部を唯一つなぐ水中ケーブルの引き回しが悪く，ケーブルが充分に海底に落

ちていなかったため，海中に浮遊状態にある記録部の振動がセンサー部へ伝わってしまっ

たことによると考えられる。これは容易に解決可能であり，2002 年に発案し開発を進めて

きた，自己埋設方式センサーによる自己浮上型 BBOBS が基本的には実現できた。 

 次世代海底設置システム試験・評価として，BMS(海底設置型掘削装置)に搭載する観測装

置設置装置の開発と海域試験を実施し，水深 1,879m において海底下約 2.5m にダミーセン

サーの設置に成功した（海洋研究開発機構［課題番号：4002］）。水圧計校正技術の検証と

して，DONET2 観測点近傍において移動式水圧校正装の再現性の検証を行い，0.09hPa（水深

0.9mm 相当）の再現性を確認した。このような校正技術により水圧計データを用いた地殻変

動観測の高精度化が実現することが示されたといえる。 
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図1.  北海道太平洋沿岸における17 世紀津波堆積物の年代推定結果（北海道大学［課題

番号：1002］）。 

右図の縦点線は西暦1611 年，1640 年の位置を示す． 

 

図2. 東北沖のプレート境界で発生した地震に対するb値の時間変化（東京大学地震研究所

［課題番号：1503］）。 

(a)東 北 沖 地 震 前 及 び (b)地 震 後 の G-R則 の b値 の 空 間 分 布 。 b値 推 定 手 法 は Maximum 

Curvature法（Wiemer and Wyss, 2000）。星印は東北沖地震の震源，灰色コンターはIinuma 

et al. (2012)による本震時滑り分布（10 m）を示す。挿入図は地図上の白色矩形域内で発

生した地震（N：全地震数）の規模別頻度分布（赤：非累積頻度，青：累積頻度）を示す。

ただし，ここでのb値はOgata and Katsura (1993)の最尤推定モデル（黒線）から得た。 
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図 3. 東北地方太平洋沖地震の余効滑り分布の時間発展（京都大学理学研究科［課題番号：

1803］）。 

推定された地震時の滑り分布（白コンター）及び推定されたパラメータを用いてモデルか

ら計算された積算余効滑り分布（カラースケール）の時間変化。コンターの間隔は 5 m。 

 

 

 

図 4. 茨城県南西部における地震活動と P 波減衰の時間変化（東京大学地震研究所［課題番

号：1510］, Nakajima and Uchida, 2018）。 

(a) 上盤地震の地震数，(b) 繰り返し地震から推定したプレート境界の滑りレート，(c) 地

震波減衰の時間変化とプレート境界の滑りレート。 
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図5. 紀伊半島における臨時地震観測点配置図（東京大学地震研究所［課題番号：1509］）。 

 

 

図6. 2017年測線（図５）下の反射法断面図（東京大学地震研究所［課題番号： 1509］）。 

(a)探査測線と気象庁一元化震源カタログによる低周波地震（ 2017.6.20-2017.12.20）の震

央分布図。(b)深度断面図。 
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図7. トモグラフィー解析により得られた2017年測線（図５）下の地震波速度構造と震源分

布（東京大学地震研究所［課題番号：1509］）。 

(a)紫色丸印が臨時観測点，＋が定常観測点，星印は発破点位置を示す。白色丸印は再決定

した震央分布を示し，その大きさがマグニチュードを表す。(b) P波速度構造。(c) Vp/Vs

構造。 
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図8． 粗い断層における滑り速度の時間発展の例（東京大学地震研究所［課題番号：1507］, 

Ozawa et al., 2019)。 

断層の右側で始まった核形成がなかなか加速せず左側へ移動して行く。 

 

 

図9． 豊後水道長期的SSE域における滑り分布の観測とシミュレーション（京都大学理学研

究科［課題番号：1801］)。 

（左図）Nakata et al.(2017)のスパースモデリングにより推定された2010年豊後水道長期

的SSEの滑り分布。赤実線及び赤点線で囲まれた部分は，それぞれ，滑り量が0.2 m，0.1 m

以上の領域を示す。（右上図）固着域が無い場合の，シミュレーションによる長期的SSE発

生時の滑り速度分布。（右下図）固着域が有る場合の，シミュレーションによる長期的SSE

発生時の滑り速度分布。点線円は長期的SSEパッチを示す。 
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図 10. 日本海溝南部で検知された低周波微動の空間分布と時空間変化。（東京大学地震研

究所［課題番号：1503］） 

(A）微動の継続時間に応じた色をつけた丸印で震央を示す。 VLFE（紫星），小繰り返し地

震（橙十字），気象庁一元化処理による震央（水色点）をあわせて示す。青色コンター（ 10 

m 間隔）と赤色コンター（0.4 m 間隔）は，2011 年東北地方太平洋沖地震に伴う地震時及び

余効滑りの分布。(B)微動発生域周辺の拡大図。海底地震観測点をあわせて示す。(C)日別の

個数分布と微動活動から換算された対応する SSE による累積滑り。(D)海溝軸に沿う方向に

投影した微動活動の時空間プロット。検知された微動イベントをその震央の海溝軸からの

距離に応じた色シンボルで示す。 

 

C 

D 



- 93 - 

 

 

図11. 本震発生前後の地震活動（☆印）を説明するモデル（東京大学地震研究所［課題番

号：1510］, 奥田・他，2018）。 

(a)通常の状況，(b)釜石沖地震の場合。通常の状況では，大きな固着域の周りに小さな固着

域が存在するが，釜石沖地震の場合はそれが存在しない。地震間（本震前）は通常の状況で

は，大きな固着域内外で地震が発生する。一方，本震後は大きな固着域の周りに小さな固着

域がない釜石沖では余震が発生しない。 
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図 12. 紀伊水道沖の海底における非定常地殻変動（海上保安庁［課題番号：8001］）。 

上図の白抜き矢印は，2013 年 11 月から 2017 年６月の間の平均値と 2018 年２月から 2018 

年９月の間の平均値の差から求めた非定常地殻変動。赤四角はグリッドサーチで求めた矩

形断層の最適解。赤丸は変動量を 0 とした観測点。青矢印は断層モデルから計算された変

動。下図は，上図に示した３観測点でのデトレンド後の変位時系列。  
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図 13． 2011 年東北地方太平洋沖地震で励起された函館での後続波の解析結果（北海道大

学［課題番号：1002］）。 

（左）函館周辺での津波スナップショット（地震発生後  460 分， 480 分， 505 分， 534 

分）。（右上）函館での観測津波波形（青）と計算津波波形（橙）。（右下）函館湾の基本

モード（周期 49.6 分）。函館港沿岸で波高が特に大きい。 

 


